
熊本地震ȥらĂ災害時ɅȤȫɥ福祉支援Ʌついɀߔɐ ൦ཹێ熊本地震ȥらĂ災害時ɅȤȫɥ福祉支援Ʌついɀߔɐ ൦ཹێ

02

災害時ɅȤȫɥ

福祉支援の

Ȝりၫ



　阪神大震災から22年、東日本大震災から6年がたちました。
　日本では、今まで多くの災害が起こっています。
　そして2016年には熊本地震が起こりました。

　災害は家族、家屋、仕事など様々なものを壊しますが、長期に渡り人々に
影響を及ぼすのは、「つながり」が失われ「暮らし」が壊されることです。

　平時の「暮らし」を支えるのが福祉ですが、災害時は住み慣れた自宅や
地域が壊され、普段の支援が失われます。そして福祉の支援が必要な人が
増え、地元の支援者だけでは支えきれない状態が起こります。

　今回の熊本地震では、大勢の福祉関係者が動きました。本書は熊本地震
における福祉支援の事例をまとめ、災害時の福祉支援のいまを理解してい
ただくとともに、今後、福祉支援に携わる方々の相互理解と連携を進めるた
めの考察と提案を行います。

NPO法人み・らいず 代表理事

河内 崇典

災害時の福祉支援の現状を伝えたい
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熊 本 地震の被害 状 況

　2016年4月14日午後9時26分、熊本県熊本地方

を中心にマグニチュード6.5の地震が起き、益城町

や熊本市などが被害を受けました。

　避難所開設や自宅の片づけに多くの人が追われ

ていた2日後の4月16日午前1時25分、さらにマグ

ニチュード7.3の地震が起き、益城町や西原村で震

度７、熊本市や南阿蘇村など20以上の市町村で震度

6以上を観測しました。亡くなられた方は211名。重

傷者は1142名、軽傷者は1604名でした。

　中でも災害関連死と言われる、災害による負傷の

悪化または避難生活などにおける身体的負担によ

７割以上が災害関連死 福祉施設を利用する人の暮らしへの影響

04

り亡くなられた方は、発災後2カ月の6月16日時点

では20名だったのに対し、約1年後の2017年3月

14日現在では153名にのぼり、避難生活の長期化に

より、多くの命が失われ、そして今後も増えていく

ことが予想されます。

　建物被害は全壊が8682棟、半壊が33666棟、一部

損壊が152749棟、避難者はピークの4月17日に18

万名以上にのぼり、ほぼ1年が過ぎた2017年3月14

日時点でも南阿蘇村や御船町では土砂崩れや地滑

りによる避難指示（408名）に、避難勧告（878名）が

続いています。

　社会福祉施設では、14日の前震で入所者の方々が

施設の中でも安全な部屋に避難されていたことも

あり、人的被害は高齢者施設の14施設24名でした。

建物被害は熊本県全域の高齢者施設1234施設のう

ち354施設、障害者施設78施設のうち2施設、児童施

設30施設のうち13施設です。

　ただし施設が被害を受けるということは、そこで

暮らす50名から100名といった方々の暮らしが影

響を受けているということであり、支援者も被災し

たことで必要な物資も人的支援も不足するという

ことが起こりました。現在も、被災による離職など

出典：内閣府「熊本県熊本地方を震源とする地震における被害状況等
　　  について（平成29年3月14日19時現在）」よりデータを引用

死亡

重傷

2カ月後

災害関連死の推移被害状況の割合

20名

1142名1604名

211名

1年後

軽傷

153名

8/66༰

の問題も起こっています。
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災害時Ʌ福 祉 支 援 Ȧྼ ᅟな 場 所ɂ

支 援 のȜりၫ

1 在宅避難者

主な福祉支援者

さまざまな理由で避難所に行けない・行かない人が、危険な住宅や倒壊し

た家屋の軒先で暮らし続けています。障害者や高齢者などの要支援者も

います。支援者も被災しているため、普段の福祉サービスが利用できず、

困っている人もいます。

在宅避難者は点在しており、また日中は外出していることも多いため、ど

こに困っている人がいるのか見つけにくく、支援の手が届きにくいのが

現状です。

災害支援ネットワーク P21

専門職ネットワーク P24 P25

施設等ネットワーク P26 P28

NPO法人み・らいず P31

2 福祉施設
障害者や高齢者の施設入所者は、災害前と変わらず施設で暮らしています。

また、通所施設利用者も緊急的に施設で暮らしている人もいます。避難所の

指定になっていない場合は、支援物資が届きません。職員も被災しているた

め、支援者が不足し、残っている支援者に過度な負担がかかっています。そ

のため、災害時は十分な支援を提供できないことがあります。

主な福祉支援者

災害支援ネットワーク

施設等ネットワーク P26 P26 P28

P21 P22

4 福祉避難所
福祉避難所は、特別な支援が必要な障害者や高齢者向けに設けら

れる避難所です。ただし、福祉避難所を設置していない自治体も

多く、福祉避難所でも一般避難者が避難してきたり、支援者が不

足し福祉避難所として機能を発揮できていないのが現状です。

主な福祉支援者

施設等ネットワーク P26 P28

専門職ネットワーク P23

NPO法人み・らいず P31

災害支援ネットワーク P19 P21

3 避難所
自宅での暮らしが困難な人が生活しています。

集団生活のため、生活環境が悪く、個別の配慮がなされていないことで福

祉依存度やストレスが高まり体調を崩したり、最悪の場合、亡くなられる

人もいます。

主な福祉支援者

公的機関 P29

P19災害支援ネットワーク

5 仮設住宅
災害により居住できる住家を失い、自らの資金

では住宅を新たに得ることのできない人に対

し、行政が貸与する仮の住宅です。コミュニティ

の崩壊による孤立化などが度々発生し、仮設住

宅での災害関連死（孤独死）も発生しています。

主な福祉支援者

P24専門職ネットワーク

P26施設等ネットワーク

6 車中泊・自主避難
自宅での生活や避難所での生活が困難な人が車中やテントなど

で避難生活を送っています。生活環境の悪化により、エコノミー

クラス症候群などの体調不良を引き起こすリスクが高いです。

また、避難者が点在かつ移動するため、要支援者の把握が困難です。NPO法人み・らいず P31



　ピーク時避難者18万名、避難者のうちおおよそ3分の2は高齢者

や障害者、慢性疾患患者、子どもや妊婦、外国人など何かしら支援

を必要とする方々であるといわれます。

　社会では広く知られていないかもしれませんが、要支援者の方々

の平時の支援をよく知っているのは日々福祉に携わる人々です。

　今回支援活動を行った、全国の福祉関係者の事例を紹介します。

熊 本 地 震で

支 援 活 動を行った

福祉の人々

熊 本 地 震 時 の活 動

課題と展望 1

2

災害支援では地元との協働が不可欠。そのため、さまざまな人とのつながりをつくって

いくことが平時から必要。

コーディネーターを派遣し、被災地に拠点を設置したことで支援活動がスムーズだったこと

もあり、次に備え地域とコミュニケーションを取れるコーディネーターの養成が必要。

熊本地震・共同支援
ネットワーク

活動時期 2016年5月1日〜7月3日（派遣時期）

活動場所 山都町ふれあいセンター（拠点） 阿蘇市 宇城市
益城町 嘉島町 御船町 南阿蘇村 美里町
熊本県東区など 

活動人数 コーディネーター32名
専門職ボランティア383名（介護福祉士 ケアマネ
看護師 社会福祉士 保健師 介護職 行政 相談員）

種別 災害支援ネットワーク 主な活動場所 避難所  福祉避難所

団体概要　東日本大震災の際、宮城県を中心に介護職や看護職などの専門

　　　　　職ボランティアを（福祉）避難所や施設などへ派遣、（福祉）避難

　　　　　所や施設、在宅要援護者に必要な物資を届けることを目的とし

　　　　　た東北関東大震災・共同支援ネットワークの経験をもとに活動

　　　　　を始めた。事務局はNPO法人全国コミュニティライフサポート

　　　　　センター（C LC）が担う。

　　　　　被災者支援を行う支援者の研修や情報誌作成（東日本大震災

　　　　　以降。地域とのつながりをつくるためのセミナー、阪神淡路

　　　　　大震災・東日本大震災を巡る視察など。）

被災市町村を巡回するコーディネーターの派遣

　東日本大震災時の支援活動で培った兵庫県内社協のネット

ワークを活用し、熊本県内の各市町村にコーディネーターを派

遣。行政・社協・（福祉）避難所を巡回し、現地の職員に寄り添い

福祉避難所への専門職の派遣

　福祉避難所で被災された方の相談を聞いたり、うどん作りや

体操などのレクリエーションをしたりしながら、心身のケアを

中心に活動。また、避難生活の困り事・心配事などを聞き、自宅や

仮設住宅など次の生活に向けた支援も行った。180日間にわた

ながら、状況の変化やニーズの確認を行って支援の調整をし、

状況に応じたアドバイスを行った。32名のコーディネーター

で、18市町村に対して延べ192回訪問、307カ所を訪問した。

り、延べ383名の専門職を派遣。その半数近くが介護福祉士

で、他にも社会福祉士・ケアマネ・看護師など多職種を派遣した。

また山都町に拠点を構え、スタッフの生活支援など事務局業務

を行うスタッフも配置したため、活動がスムーズに行えた。

　避難所・福祉避難所のニーズ把握や支援調整・アドバイスをす

るコーディネーターの派遣とともに、介護職・看護職などの専門

職ボランティアを派遣し、要配慮者の心や体のケアなどの支援

を目的に活動。

発災以前 発災直後 避難所生活期 仮設住宅生活移行期

●生活支援コーディネーターを
　始めとする支援者育成研修を
　実施

2016.5.1～7.3
●避難所の要配慮者への支援調整を行うコーディネーターを
　現地に派遣（熊本全域）
●避難所の要配慮者への支援を行う福祉・看護専門職を現地に
　派遣（熊本県全域）
●事務局拠点を設置（山都町）

●「季刊くまもと地域支え合い情報」発行
●コミュニティ形成支援セミナーの開催
　（熊本県全域）
●震災経験地との視察交流

発災

平時の

取り組み

08 0909



熊 本 地 震 時 の活 動

障害者支援事業所・障害者個人への支援

　阪神淡路・東日本大震災など大きな災害で支援をしてきた

八幡理事が熊本学園の花田氏・東氏に呼ばれ4月18日現地入

り。地元団体と20日に「被災地障害者センターくまもと」を設

立。ゆめ風基金から500万円の支援を行う。またJIL・DPIと協

力し救援本部を設立。実働を担う関西実行委員会を立ち上げ、

募金活動やボランティア派遣などを行う。障害者SOSサービ

地元で継続的な支援ができるために

　地元での継続的な支援が事業として確立できるよう、益城

町に「地域創生館」の設立を計画、2千万円の資金援助を実施。

今回キャッチしたニーズには、地元での既存の支援だけでは

支えきれないものもあり、新たな支援をつくることも必要。4年

認定N PO法人
ゆめ風基金

活動時期 2016年4月21日〜現在も継続中

活動場所 熊本市  益城町

活動人数 ボランティア（福祉専門職）400名　
コーディネーター9名　募金活動300名

種別 災害支援ネットワーク

スのチラシを作成し、熊本市内の全障害者3万5千名、益城町・

西原村など近隣の被災した全市町村に配布した。被災地の障

害者への支援が速やかに再開できることを目指し、被害が大

きかった事業所へ建物の補修・備品購入・人材確保のための資

金支援を行うとともに、支援団体を通じ被災者障害者個人に

は補修費用を1件50万円を上限に20件の支援を行った。

まではゆめ風基金としても支援を行い、それ以降は地元の事

業として成り立たせることを目指している。プラットフォー

ムはあってもそこに縛られなくてもいい、そこを軸にブラン

チとして活動を行う事業にも支援を続けていく。

複数事業所の連携により南阿蘇村で包括的な支援を展開

　南阿蘇村内の事業所「南阿蘇ケアサービス」を中心に県内外

7つの団体がネットワークを組んで支援活動を展開した。複

数団体の連携により支援の幅も広がったため、南阿蘇村内の

全9カ所の福祉事業所での支援活動や、福祉避難所の立ち上

げ、運営支援の実施など、南阿蘇村を包括的に支援した。

　また、包括的な支援をしたことで、村内全9カ所の福祉事業

所と行政による「復興と福祉の検討会議」を実施し、地域包括

ケアへつなげていく動きがでている。

　被災地での当事者による障害者支援センターの立ち上げなど

障害者への支援を行う団体・事業所の支援と、被災地の全障害者

への周知や障害者個人への支援、行政などへの提言など、被災地

での継続的な支援づくりを目的に活動。

熊 本 地 震 時 の活 動

全国各地から延べ1600名の介護・看護専門職を派遣

　発災後に被害の大きかった南阿蘇村の高齢者福祉施設の支

援をするために立ち上がった。全国から支援者を集めるため、

活動時期 2016年4月30日〜7月31日

活動場所 南阿蘇村（一部、阿蘇市を含む）の高齢者福祉施設

活動人数 介護・看護専門職派遣 約1600名
（4月30日〜6月30日）

WEBシステムを活用し情報発信を徹底することで、2カ月間

で1600名もの介護、看護の専門職を南阿蘇村に派遣した。

　阿蘇大橋、俵山トンネルといった基幹道路の崩落により通勤

困難者が続出。南阿蘇村内の高齢者福祉施設が人手不足になり

職員の疲労が蓄積することで退職、ひいてはサービス提供の継

続が困難になる状況が予測されるため、専門職を村外から派遣

し、サービス提供が継続できることを目的に活動。

みなみ阿蘇福祉救援
ボランティアネットワーク

種別 災害支援ネットワーク

課題と展望 1

2

BCPとBCMの整備、施設入所（緊急入所、定員超過）と福祉避難所など施設運用スキーム

を施設に理解してもらうことが必要。

被災地での支援活動を円滑にするために災害時の調整機能を担う中間支援組織を立ち上

げる必要がある。その立ち上げと費用をどうするかが課題。

発災以前 発災直後 避難所生活期 仮設住宅生活移行期

●募金活動、障害市民防災
　のための講師派遣書籍
　発行などによる啓発、提言
※平時の取り組み参照

2016.5.1～7.3
●障害者S0Sサービスのチラシ作成・配布（熊本県全域）
●被害が大きかった事務所へ資金援助を実施
　（熊本県全域）
●支援団体を通じ被災者障害者個人への資金援助を
　実施（熊本県全域）

2016.4.18
●理事の八幡氏が被災地訪問（熊本市）
●障害者救援本部の開設、関西実行委員の立ち上げ
2016.4.20
●「被災地障害者支援センターくまもと」設立、
　資金援助を実施

2016.6
●「地域創生館」設立の
　ための資金援助を
　実施（益城町）

発災

発災以前 発災直後 避難所生活期 仮設住宅生活移行期

2016.4.28
●福祉事業所の被害状況調査（南阿蘇村）
2016.4.30～7.31
●福祉事業所への介護・看護ボランティア派遣（南阿蘇村）
2016.4.16～6.30
●福祉避難所立上げ・運営支援（南阿蘇村）

2016.5.31/6.13
2017.2.15/3.1
●「復興と福祉の検討会議」開催

発災

団体概要　阪神淡路大震災で被災した障害者が地域の人たちの支援を

　　　　　行ったことをきっかけに、緊急時に普段から備えておこうと

　　　　　「ゆめ風基金」運動が発足。過去のさまざまな災害において被災

　　　　　地の障害者・児に支援金を提供している。

　　　　　募金活動、障害市民防災のための講師派遣、グループワーク、

　　　　　BCP作成、避難所運営シュミレーション等研修や書籍発行に

　　　　　よる啓発、提言。

団体概要　南阿蘇ケアサービス、さくらネット、兵庫県移送サービス

　　　　　ネットワーク、東海福祉移動研究会、優喜会、でかけ隊、J-NET

　　　　　が加盟団体となりネットワークを形成した。

課題と展望 1 現状、避難行動要援護者名簿を更新していないところが多いため、災害時に活かせるよ

うにしておくことが必要。

2 どの避難所も、障害者の方々も避難できるような想定を前もってしておくことが必要。

3 各機関の連携によってスピードが変わる。

南阿蘇村の9つの福祉事業所

全国の
ボランティア

みなみ阿蘇
VN

全国の
施設職員

南阿蘇
ケアサービス

厚労省
職員派遣スキーム

加盟・運営

調査・
専門職派遣

ネット
ワーク化

加盟・発起人

県外6つの
支援団体

独自のマッチング
システム ・・・・

・・・・

平時の

取り組み

主な活動場所 福祉施設主な活動場所 在宅避難者  福祉施設  福祉避難所
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熊 本 地 震 時 の活 動

現地のニーズをつかんでコーディネート

課題と展望 1

2
3
4

介護の必要な人はどの避難所にもいるが、家族以外の人への介護は誰にでもできるわ

けではない。職能団体の専門性を活かしていくことが必要。

今後、発災後の緊急対応含めて、被災地支援の実施方針を詳細に詰めていく。

派遣する人、される人同士の互いの理解。関わる人たちの間での目的、目標の共有が重要。

福祉職の派遣に関して行政からの通知文書がある、DMATのアセスメントが「福祉」に

引き継がれる、などが整えばさらに支援しやすい。

　まずコーディネーターがすぐに現地に出向き、現状と支援

状況などを把握。その後2カ月程度現地に滞在し、必要なニー

ズの把握と支援の見立て、支援の調整を行った。緊急時の福祉

施設の職員の代替だけでなく、一般・福祉避難所の夜間対応、

住民の不活発予防や精神疾患の方々への傾聴、避難所や仮設

住宅での総合相談、ほぼ支援が入っていなかった一般避難所

緊急時の支援と多機関との連携

　熊本県介護福祉士会と熊本県の間に平時から信頼関係が

あったため、県からすぐに要請が来た。厚生労働省からも要請

があり、益城町において支援を開始。他の機関が入るまでの緊

急的な支援を行い、熊本県社協・市社協・全国生協連・CLC・

DCATなど各機関とも連絡を取り人員調整を実施した。連携

日本介護福祉士会

活動時期 2016年4月18日〜6月30日

活動場所 熊本県内各地17カ所

活動人数 介護福祉士・初任者研修修了者など879名
コーディネーター3名　臨時アルバイト1名

種別 専門職ネットワーク

への長期的な支援など、不足しがちで見落とされがちなニー

ズに対し、さまざまな支援を実施。会員だけでなくSNSを介し

集まった支援者や現地のVCに来た介護職の方々も活躍した。

　活動前のオリエンテーションと終了後の振り返りを行い、

受入側と支援側双方のすれ違いやミスマッチを防ぎ、適切な

支援が提供できるよう努めた。

に必要なのは「ここに何が必要か？」という見立てと目標の

共有。支援の受入側と支援に赴く側の双方、関わる各機関全

てがお互いの機能や役割を理解した上で目標を共有すると

ミーティングも毎日は不要になるなど、より効果的な支援

が行える。

　現地や厚生労働省の要請だけでなく、実際に現地で確認した

ニーズに対し、公的（組織的）支援が入るまでの緊急対応として施

設の代替職員派遣、一般避難所・福祉避難所で担い手のいない夜

間の支援、地域住民への総合相談など、必要に応じた支援が目的。

熊 本 地 震 時 の活 動

全国の都道府県社会福祉士会との連携で、息の長い支援

課題と展望 都道府県社会福祉士会の会員は多数が平時は施設などに勤めているため、支援活動に赴くに

は仕事を休む必要があり、派遣期間と支援活動ができる期間が合わないことがある。

そのため、都道府県社会福祉士会における災害時の連絡体制や、支援活動の基盤整備が必要。

　日本社会福祉士会は、47都道府県社会福祉士会（会員数は

約4万名）を正会員とする連合体組織である。

　今回の災害支援でも、全国ネットワークを活かした支援活動

を行った。被災地の熊本県社会福祉士会と日本社会福祉士会が

連携するとともに、特に九州・沖縄ブロックから協力を得て継

ソーシャルワークの専門家による、地域の包括的な支援

　西原村と益城町の地域包括支援センターにおいて支援活動

を行った。現地の地域包括センターの指示に基づき、仮設住宅

においては訪問し、ニーズ把握や生活課題などのアセスメン

ト、生活課題や支援の必要のある方々を地域包括支援セン

日本社会福祉士会

活動時期 西原村　6月13日〜11月4日
益城町　8月29日〜12月27日

活動場所 西原村地域包括支援センター
益城町西部圏域地域包括支援センター（ひろやす荘）

活動人数 西原村　支援者65名（331日）
益城町　支援者50名（257日）

種別 専門職ネットワーク

団体概要　「社会福祉士」の職能団体。社会福祉士の倫理を確立し、専門的

　　　　　技能を研鑽し、社会福祉士の資質と社会的地位向上に努めると

　　　　　ともに、都道府県社会福祉士会と協働して人々の生活と権利の

　　　　　擁護および社会福祉の増進に寄与することを目的に設立。

　　　　　災害対応ガイドライン、マニュアルの整備、災害支援活動者養

　　　　　成研修のプログラムを開発し、実施。

続的に支援活動を行うことができた。

　また、日本社会福祉士会は派遣者の募集や調整を行い、熊本

県社会福祉士会は現地コーディネーターを配置するなど、明確

な役割分担のもと、支援活動を行うことができた。

ターへつなぐとともに、要援護者への継続訪問を実施した。

　また、地域支え合いセンター生活支援相談員の訪問の同行

などの支援や運営支援、包括支援センター職員の支援、地域全

体の要援護者の支援を行った。

　ソーシャルワークを発揮する支援であること、被災地が主体

となる支援であること、終了を見据えた継続的な支援であるこ

とを支援方針とし活動。

団体概要　介護福祉士の職業倫理の向上、介護に関する専門的教育および

　　　　　研究を通し、専門性を高め、介護福祉士の資質の向上と介護に関

　　　　　する知識・技術を普及し、国民の福祉の増進に寄与するため設立。

　　　　　大規模災害時の災害支援ボランティアの派遣や、災害ボラン

　　　　　ティアの研修実施、災害時の活動マニュアルの整備。

発災以前 発災直後 避難所生活期 仮設住宅生活移行期

●災害対応ガイドライン、マニュアルの整備
●災害支援活動者養成研修のプログラムを
　開発し、実施

2016.4.22
●先遣隊が被災地訪問

2016.6.13～11.4
●仮設住宅を訪問し、
　ニーズ把握や生活課題のアセスメント（西原村）
●地域支え合いセンターの運営支援（西原村）
2016.8.29～12.27
●仮設住宅を訪問し、
　ニーズ把握や生活課題のアセスメント（益城町）
●地域支え合いセンターの運営支援（益城町）

発災

発災以前 発災直後 避難所生活期 仮設住宅生活移行期

●災害ボランティアの
　ブロック単位での研修
●災害時の活動マニュアル作成

2016.4～
●福祉施設や避難所へ
　人的派遣（熊本県全域）

2016.4.18
●先遣隊が被災地訪問

～2016.6.30
●相談窓口へ人的派遣（益城町）
●避難所へ人的派遣（熊本県全域）

発災

平時の

取り組み 平時の

取り組み

主な活動場所 福祉避難所 主な活動場所 在宅避難者　仮設住宅
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全国老人福祉施設
協議会

種別 施設等ネットワーク

団体概要　「新成長産業としての介護～現場が考える介護の姿～」を方針

　　　　　に、介護分野に携わる全施設・事業所が一体となり、国民の期待

　　　　　に応えていくことを目的として全国各地で活動を行っている。

　　　　　災害対策委員会の設置、「防災パンフレット」の作成やBCP作

　　　　　成など災害時に備えた研修の実施。

「想定外」へのトータル対応

　熊本に限らず多くの人が、「熊本に地震は来ない、台風には備

える」という想定だったため、施設や自治体での備蓄が1日分し

かなかったり、動けると思っていた支援者が動けないなど、「想

定外」のことが多く起こった。支援物資や自衛隊も、福祉施設に

はすぐに届かない。そして福祉施設に必要な物資は一般的なも

のとは違う場合も多い。そのため最初はまず各施設への物資支

援を行った。その後、厚生労働省・各自治体・県社協・各種別協など

とやり取りしながら、約400名の福祉施設職員を3カ月間にわた

り派遣調整。派遣側と受入側の各施設とのマッチングだけでな

く、双方の相談・クレーム対応も含めてトータルな支援を行った。

過去の教訓を活かしつつ、各災害の違いも理解し「災害支援」を考える

　東日本大震災の後、協議会内部に災害対策委員会を設置し、

BCP作成など各施設が災害に備えるためのツールづくりや研

修を行ってきたが、東南海とそれ以外の地域などで危機意識

の違いがあった。

　また厚労省の介護職員などの派遣スキームができるだけ早

く機能するよう、東日本大震災の時の経験を活かし、全国の会

員施設への情報提供と協力依頼を行った。国・各自治体・機関

が平時から、 「災害時の動き」について理解と準備ができてい

るとより迅速な対応につながる。支援側と受入側の各施設と

その職員においても、被災施設での支援に対する認識の違い

や現実とのギャップなど、「災害支援のあり方」についても理

解を深める必要がある。

熊 本 地 震 時 の活 動

活動時期 2016年4月22日〜10月31日

活動場所 熊本県内被災地全域の老人福祉施設など

活動人数 専門職約400名　コーディネーター3名

　被災地の老人福祉施設が入所者の支援を継続できるととも

に、施設で地域の避難者を受け入れている状態を支えるための

支援（物資支援や厚生労働省の介護職員など派遣のマッチング、

連絡調整、相談・クレーム対応などを含む）を目的に活動。

課題と展望 1 福祉施設での人員不足にそもそも問題がある。

それに加え、職員自身も被災しており、職員の離職防止やフォローも重要。

2 「災害支援」と「人材派遣」の違いを整理する必要がある。

ボランティアも含め、さまざまな組織や人が支援に入っているので混乱が起きる。

3 自治体や施設の「備え」の問題。継続して研修を行うとともに、最初の1カ月を支える老

施協独自のDWATを各都道府県に1チームつくっていく予定。

発災以前 発災直後 避難所生活期 仮設住宅生活移行期

●災害対策委員会の設置
●「防災パンフレット」の作成
●BCP作成など災害時に備えた研修の実施

●物資支援を開始（熊本県全域） 2016.4.22
●老人福祉施設や福祉避難所への人的派遣
　（熊本県全域）

発災

平時の

取り組み

主な活動場所 福祉施設

（NSK）

熊 本 地 震 時 の活 動

平時のつながりを活かした支援

課題と展望 1

2

活動の中心となった30～40代など次の世代が、今回の経験を経て感じたことなどを元

に「何をしたいか」を考え、上の世代が協力しながら人材育成を行っていく。

日々の実践の中で事例や手法を共有しながら、「整備された助け合い」ではなく、一人

ひとりに合わせた助け合いの環境を行政や地域に働きかけながらつくっていける人

材を増やしていく。

　発災後、平時のつながりがある相談支援事業所からのSOS

を受け、規模の大きさなどから現地の力だけでの対応は困難

と判断した。NSKの研修メーリングリストなどで全国の相談

支援専門員に呼びかけ、西日本を中心に30～40代の相談支援

専門員が手弁当で支援チームを作成。同時に熊本市内41カ所

の相談支援事業所と一緒に動くため、熊本県協会にも呼びか

日本相談支援専門員協会

活動時期 2016年4月21日〜7月1日

活動場所 熊本市　益城町

活動人数 実人数64名　延べ318名　1日平均4.5名

種別 専門職ネットワーク

け、地元と全国の混合チームをつくる。

　まずは熊本市や熊本県、益城町などの行政機関が機能でき

るよう、地元の事業所と一緒にサポートを行い、「福祉サービ

スにつながっていない障害者の方」を中心に熊本市内9千件

以上を訪問。必要な人には2次訪問を行い、現在も地元の相談

員たちが支援を続けている。

相談支援の真骨頂

　最も大事なのは「被災者ファースト」。災害支援の経験者を

事務所に配置し、新たに入るメンバーにはレクチャーを行い

１～2週間を1クールとして交代で活動。複数回経験を積んだ

人はチームのリーダーに。行政への働きかけや地元の支援者

との協働を通して、必要な人に必要な支援をつなぎ、生活再建

できる環境をつくっていくことは相談支援の専門分野。地元

の相談員と応援の相談員が学び合いながら、被災者ファース

トの継続的な支援をできる力をつけていった。行政や国に交

渉が必要なことはNSKが行った。計画作成業務の軽減を厚生

労働省に求めるなど、地元の相談員が被災者支援を優先的に

行えるよう環境を整備した。

　行政機能の復活や、行政とパートナーシップを組み継続的

支援ができる支援者（相談支援）の支援を目的に活動。

団体概要　相談支援専門員が、障害者の地域生活を支援する目的で障害

　　　　　者ケアマネジメントを基本とした中立・公平な活動を実践し、

　　　　　自らの資質の向上に努め、障害者の自立した生活支援に資す

　　　　　るために設立。�

　　　　　必要な人に必要な支援をつなぐ実践・研修・調査研究などに

　　　　　よる人材育成。

発災以前 発災直後 避難所生活期 仮設住宅生活移行期

●必要な人に必要な支援をつなぐ実践・
　研修・調査研究などによる人材育成

2016.4.21～7.1
●市役所など行政機関や地元の相談支援機関などの
　調整や拠点整備を行い、在宅障害者宅の戸別訪問活動
　（熊本市・益城町）

2016.4.21
●地元の事業所から依頼を受け
　先遣隊が被災地訪問

発災

平時の

取り組み

主な活動場所 在宅避難者
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SOSを出せない方へのアプローチと継続した生活サポート

　NSK実施の戸別訪問活動への人的支援（5月～）は、熊本市の

要援護者リスト4万2千名からピックアップしたサービスにつ

ながっていない65歳以下1万名への戸別訪問活動。安否確認を

行い必要な方は地域のサービスにつなげた。

　熊本YMCAの活動への人的支援（益城町総合体育館：8月～、木

山仮設団地：11月～、御船町木倉地区仮設団地：2月～）では、担

当している避難所と仮説住宅支援のサポート。運営の支援や、困

りごとを受けて、地域資源や行政につなげている。

（日本障害フォーラム）

熊 本 地 震 時 の活 動

当事者からのSOSに応える

課題と展望 1

2

地元の障害者団体との協議支援の方針検討など東日本大震災での経験を活かすこと

や、JDFを構成する全国組織から人材を確保し支援を行うことができた。

現地組織への現在の活動の委ね方、支援を行う仮設以外での障害者の方の支援方法が課題。

3 発災直後の混乱だけでなく、時間の経過とともに必要な専門的支援のあり方が課題。

　2016年5月の連休明けから活動をスタート。主に外部からの

支援の受入とコーディネートを行っている。派遣先の活動内容

としては、「被災地障害者センターくまもと」に届く当事者の

SOSへの対応や福祉事業所の日中活動、要援護者への戸別訪問

活動、避難所運営のサポート、仮設住宅支援のサポートなど。

　同時期に「にしはらたんぽぽハウス」へ日中活動の応援などの

人的支援や「被災地障害者センターくまもと」と連携した活動

J DF熊本支援センター

活動時期 2016年5月上旬〜現在も継続中

活動場所 熊本市  益城町　西原村　御船町

活動人数 現場8名　事務3名の11名体制

（1クール=１週間でローテーション）

2016年11月より現場6名　事務3名の9名体制

種別 施設等ネットワーク

を開始。「被災地障害者センターくまもと」は地元の障害者団

体間の連携をはかり、「JDF熊本支援センター」は、外部（JDFの

構成団体など）からの支援の受入と支援員の派遣を行うとい

う役割分担をしている。SOSチラシ（センターの存在とSOSの

連絡先を記載したチラシ）への問い合わせ対応・支援を実施。

さまざまなSOSが寄せられ、障害種別や程度に関わらず、幅広

い支援を行った。

　障害者が、震災前の生活を取り戻すための支援を目的に活動。

（J I L）

熊 本 地 震 時 の活 動

障害当事者による支援づくり

1

2

3

　発災後、熊本学園大学に避難していた熊本市中央区のCIL

ヒューマンネットワーク熊本から「学園に避難している障

害者・高齢者50名以上の対応を、CILの介助者が昼夜問わず

しており、助けてほしい」とJILのメーリングリストに連絡が

入り、自立生活夢宙センターから1名、CILムーブメントから

スタッフを2名を派遣。

　4月26日に、JIL・ゆめ風基金・DPIの3団体で「熊本地震障

害者救援本部」を立ち上げ、実際に現地での支援を行う人材

派遣を行うため、「実働部隊関西実行委員会」を立ち上げ。大

阪のCIL7つ、西宮のCIL1つ、他当事者団体5つの計13団体で

右記の活動を行った。

全国自立生活センター
協議会

活動時期 2016年4月26日〜2017年3月末

活動場所 熊本市  益城町　西原村 など

活動人数 支援者派遣は約380名

各CILの当事者スタッフなども合わせて約400名

種別 施設等ネットワーク

　  各地域団体での募金活動 ・・・ 加盟団体126カ所が各自地

　  域で募金活動。各団体で送り先を決めて寄付を行った。

　  人材派遣 ・・・ 熊本学園大学への介助者派遣後、「被災地障

　  害者センターくまもと」へ、毎週7.8名の支援者派遣。介助だ

　  けでなく、地域のゴミ屋敷の片づけ、子どもの支援、罹災証

　  明発行の同行など、センターに届いたあらゆるSOSに対応。

　  2017年2月に益城町に新支援拠点となる「地域創生館」を

　  設立した。

　  当事者県外避難の受入 ・・・ 県外避難を希望する障害者当

　  事者の受入（兵庫・福岡で1名ずつ。そのまま避難先で自立

　  生活を送られ、活動している）。

即戦力で力強いサポート

　東日本の経験を活かし、素早く全国のCILのネットワーク

で、即戦力となる人材を派遣できた。発災後1週間が勝負、1週

間以上は現地の人だけでは限界が来る。大学という場所と、車

いすトイレなど設備があり、あとは介助者が必要だった。1週

間を何とか乗り越えて、応援が来てようやく現地の人たちが

休むことができた。派遣メンバーが経験豊富なため、研修や説

明が少なくても対応が可能だった。

　被災したCIL（自立生活センター）の仲間を応援したいという活

動から、さらにその地域で暮らす当事者・支援者・サポートする団

体がつながって応援ができることを目的に活動。

団体概要　熊本地震により被災した障害者を支援するため、関連諸団体が

　　　　　結集。「被災地障害者センターくまもと・JDF熊本支援センター」

　　　　　として、地元障害者団体が立ち上げたセンターとJDFの全国

　　　　　的支援を一体的に行っていく支援組織を設立。

　　　　　災害支援に関する報告書作成やフォーラム開催、国などへ

　　　　　の要望書や提言書の作成・提出などを実施。

団体概要　運営委員の過半数と事業実施責任者が障害者である、という

　　　　　システムを持つ「自立生活センター」の連絡・協議団体。

　　　　　自立に関するアドボカシー活動、災害支援活動の報告や研修な

　　　　　ど自立生活センターの人材育成サポートや社会啓発活動を実施。

発災以前 発災直後 避難所生活期 仮設住宅生活移行期

●災害支援に関する報告書
　作成やフォーラム開催、
　国などへの要望書や
　提言書の作成、提出

●支援センター設置に
　向けた現地調査

2016.5
●外部支援の受入・コーディネート
　(熊本市・西原村・益城町）
●「被災地障害者センターくまもと」に届く
　当事者のSOS対応(熊本県全域）
●福祉事業所の日中活動・要援護者への
　戸別訪問活動(熊本市・西原村・益城町）
●「にしはらたんぽぽハウスへ」の
　人的支援(西原村）

2016.6
●NSK実施の戸別訪問活動への人的支援（熊本市・益城町）
2016.8～
●熊本YMCAの避難所運営への人的支援（益城町総合体育館）
2016.11～
●熊本YMCAの仮設住宅支援活動への人的支援
　（益城町木山仮設団地）
2017.2～
●上記同支援（御船町木倉地区仮設団地）

発災

発災以前 発災直後 避難所生活期 仮設住宅生活移行期

●自立に関するアドボカシー活動や
　災害支援活動の報告や研修など、
　自立生活センターの人材育成サポートや
　社会啓発活動を実施

2016.4.23
●被災した自立支援センターに大阪から
　支援員3名派遣

2016.4.26～2017.3.31
●JIL・ゆめ風基金・DPIの3団体で
　「熊本地震障害者救援本部」を立ち上げ
●「実働部隊関西実行委員会」を立ち上げ
　人的支援（熊本市・西原村・益城町）

2017.2
●「地域生活館」設立（益城町）
～2017.3.31
●人的支援継続
　

発災

課題と展望 1 第1期 ： 人材をとにかく派遣。他分野との連携。

2 第2期 ： 地元でネットワークを強化するためにイベントなどをサポート。

3 第3期 ： 残された救援活動の継続と新しい地域支援サービスの育成。

平時の

取り組み

平時の

取り組み

主な活動場所 在宅避難者  福祉施設  福祉避難所　仮設住宅 主な活動場所 在宅避難者  福祉施設  福祉避難所
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厚生労働省

種別 公的機関

支援体制の内容

　被害状況の確認は都道府県庁を通じて行うが、県庁も被害

を受けて、職員も被災されていることもあり、全ての被害状況

を詳細かつ即座に把握できる状況にはなかった。震災初日か

ら当課から派遣された障害福祉課員が状況確認を始め当課に

報告し、把握でき得る状況を日々更新した。

　また、人材派遣については、社会・援護局、老健局、雇用均等・

児童家庭局、そして障害保健福祉部で仕組みづくりを開始し

た。人材派遣のマッチング機能を県社協などが中心になって、

現地対策本部の厚労省職員と調整しながら対応した。派遣要

請は全国に行い、可能な限り派遣が速やかにできる施設・事業

所から派遣した。ただし、障害福祉の場合、身体・知的・精神な

どそれぞれの障害特性を踏まえる必要があり、派遣できる人

員が必ずしも十分ではなかった。相談体制については、日本相

談支援専門員協会が現地に入りニーズ把握を行っていた。

　また、他の関係団体と連携しながら、状況や障害の特性によ

りどんな困難があるかなどをエリアごとで把握し、対応を検

討・実施した。

都道府県のサポートを含む必要な動きを柔軟に

　障害福祉課から2名を派遣するうちの1名は災害対策本部

要員、もう1名は現地で必要な動きを柔軟に行う要員。

　障害福祉課は専門官が障害福祉の現場経験者が多いことも

あり、日頃から地元の関係者とも関係ができていたため、現地

で情報をもらって動いたり、何かあれば随時連絡も取り合う

ことができた。

　東日本や熊本のように大規模な災害時は、都道府県が市町

村のバックアップや被害状況の把握などを行うことが難しく

なることがあるため、都道府県の機能を補うなどのきめ細や

かな対応が必要と感じている。そうすることで現地の生の声

を聴くことができる。また災害時に出せる通知などを速やか

に出すことも必要である。

熊 本 地 震 時 の活 動

活動時期 2016年4月16日〜現在も継続中

活動場所 被災地全域

活動人数 現地に1週間交代で2名  

障害福祉課全体は約40名

障害児者施設・事業所の被害状況の把握、避難された方・できな

かった方の把握と人材派遣の仕組みづくりと実施、避難できな

かった障害のある方などの相談体制づくりを目的に活動。

課題と展望 全国のどこでどんな災害が起きても活用できるようなマニュアル作成は困難。

国・都道府県・市町村それぞれの受援計画（2017年1月101市区のうちの4割が策定を進めて

いる）、内閣府の動きなどを踏まえて各地域の団体などと一緒に意見交換しながら中長期的

によりよい対策を進めていく。

日頃の信頼関係づくりと、現地の生の声を知ること、都道府県のサポートを含めたきめ細か

い対応が重要。

熊 本 地 震 時 の活 動

全国で初めての災害派遣福祉チームの出動

課題と展望 1

2
3

被災地の行政が発災直後に福祉・介護などの支援ニーズを把握し、チーム派遣の必要性

を判断することは難しいことから、広域的なチーム派遣を円滑に行うためには、DMAT

のような派遣調整システムの構築が必要。

応急的支援だけではなく、福祉相談や個別支援など中長期的なニーズへの対応が必要。

現地での行政や他の支援関係者などとの調整を行い、チームの活動に反映させることがで

きるコーディネーターの配置が必要。

　東日本大震災以降、福祉版DMATとして、岩手県を中心に進め

てきた、災害派遣福祉チーム。平成25年にチーム結成以降、チー

ム員養成研修を重ね、チーム員の養成に当たっていた。大規模

災害時に、県内の被災市町村の要請や被害状況をもとに被災地

地元や他職種と連携した、避難所での要配慮者支援

　災害派遣福祉チームの活動は、避難所の要配慮者支援が中

心。避難所での要配慮者のニーズ調査、福祉相談コーナーを設

置、要配慮者への入浴支援などの個別支援が主な活動であった。

岩手県災害派遣
福祉チーム

活動時期 2016年4月28日〜5月18日　

※以後、京都府DWATに引き継ぎ

活動場所 益城町交流情報センター（避難所）

活動人数 22名（1チーム3〜5名で5ターム実施）

種別 公的機関

団体概要　平成25年9月に岩手県災害福祉広域支援推進機構を設置。　

　　　　　岩手県知事を本部長とし、事務局を岩手県社協が担う。構成

　　　　　団体として福祉の各種職能団体や種別協、医療保健関係、学

　　　　　識関係者、行政がある。

　　　　　【チーム員養成研修】　①登録研修(2日間) 登録のための研修

　　　　　②スキルアップ研修1(3日間)　③スキルアップ研修2(3日間)

　　　　　【訓練】　①県総合防災訓練(平成26・27年度各1回)　

　　　　　②市町村・地域レベルでの防災訓練(平成26・27年度各1回)

平時の

取り組み

に派遣されるチームとして結成されている。

　熊本地震発生に際し、極めて甚大な被害が想定されるとの

ことから、熊本県の要請に基づき4月28日から先遣隊を派遣。

災害派遣福祉チームとしては、全国で初めての出動となった。

　活動中は、地元の熊本県DCATや、保健師チームとも連携を

取りながら、また継続的な支援ができるように、京都DWATに

活動を引き継ぎ、5月末まで活動を行うことができた。

　大規模災害時における要配慮者のさまざまな福祉・介護な

どのニーズ把握や応急支援などを広域的・組織的に行うため

に活動。

発災以前 発災直後 避難所生活期 仮設住宅生活移行期

●チーム員養成研修
●訓練
※平時の取り組み参照

2016.4.28～5.18
●避難所のニーズ調査（益城町）
●避難所での福祉相談コーナーの設置（益城町）
●避難所での要配慮者への個別支援（益城町）

発災

（社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課）

発災以前 発災直後 避難所生活期 仮設住宅生活移行期

2016.4.16
●災害対策本部への職員派遣（熊本県庁）

●職員の訪問による現地のアセスメント、
　県庁サポートや通知発行などの対応

発災

主な活動場所 避難所 
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N PO法人み・らいず

目の前で困っている人を支える活動から

　先遣隊が4月15日に現地に入り、小規模作業所や福祉施設

を訪問し被害状況の確認を行った。翌日未明に本震が起きた

ため再度各施設を訪問したところ、知的障害者入所施設では

居宅棟が危険な状態になり入居者の方々が全員車で過ごして

いる状態だった。余震が続く中、出勤できた少数の職員で支援

にあたり、ガソリンや水など物資の確保が困難であったため、

九州の障害福祉の事業所の連合体である「九州ネットワーク

フォーラム実行委員会」と協力し緊急に物資の支援を行った。

　別の入所施設でも、専門的な支援を必要とする入居者の

方々が多く、職員の手が足りない、物資の調達に行っても全員

分の食事をもらえない状況だった。また通所施設には、避難所

に行けない障害のある方々が近隣から多数避難しており、職

員の皆さんが休むことなく24時間体制で支援を行っている

状態だった。各施設の職員の方々と協議を行い、「九州ネット

ワークフォーラム実行委員会」の協力を得て、それぞれの施設

への人的支援のコーディネートを行った。

福祉支援チームの立ち上げ

　4月25日に、御船町社会福祉協議会の「災害ボランティアセ

ンター」立ち上げに同席。センター立ち上げの一方で、地域住

民の状況、中でも平時から見守りしている障害のある方の状

況が気になるというCSWの方の声から、ボランティアセン

ターニーズ班の福祉チームを立ち上げ、「九州ネットワーク

フォーラム実行委員会」の協力を得て、障害のある方を中心と

した714件の戸別訪問と、包括支援センターが管轄する福祉

避難所への支援者派遣を実施した。

各機関・団体との連携し、地域を包括的に支える

　活動中は毎日朝夕の保健師・包括支援センターなどとの連

絡会議に参加し情報共有を行った。また保健センター（DPAT

やDRATの医療関係の支援者含む）、包括支援センターや社会

福祉係、子ども未来課など行政機関と、災害ボランティア団

体とも連携し、支援が必要な方の把握や再訪問などの対応を

行った。5月下旬には継続支援が必要な方、専門機関からの支

援が必要な方を各関係機関に相談と引き継ぎを行い、訪問

ケースをすべてデータ化し、社会福祉協議会、保健センターに

引き継いだ。

熊 本 地 震 時 の活 動

活 動の 仕 組み

活動時期 2016年4月16日〜6月30日

活動場所 熊本県全域　御船町

活動人数 戸別訪問204名

福祉避難所派遣143名

　災害で命が助かっても、災害関連死を防ぐためにはその後の暮

らしの支援が重要。被災地でSOSを出せない人たちの声をキャッ

チし、現地の福祉支援者と地域外の福祉支援者をつなぎ、必要な

福祉支援をつくることで現地支援者をサポートするために活動。

課題と展望 1

2
3

いつどこでどんな災害が起こっても地域を包括的に支える福祉支援ができるように、

災害時の福祉支援をサポートする事務局機能や、資金的な援助が必要。

被災地で支援の調整をするコーディネーターが必要であり、人材育成を行うことが必要。

保健医療、介護、障害、子どもなどの戸別訪問を行っているチームと効果的に情報共有

し対応できる仕組みがあるとよい。

発災以前 発災直後 避難所生活期 仮設住宅生活移行期

2016.4.27～6.13
●在宅障害者宅の戸別訪問活動（御船町）
●福祉避難所へ福祉専門職派遣（御船町）

2016.4.15
●先遣隊が被災地訪問（熊本県全域）

発災

主な活動場所 在宅避難者  福祉施設　福祉避難所

団体概要　障害のある方や発達障害の子どもたち、不登校の子どもたち、

　　　　　ひきこもりやニートの若者、生活困窮家庭の子どもたちなど、

　　　　　誰もが地域で暮らすために必要な支援をつくる活動を行っ

　　　　　ている。

　　　　　災害時の福祉支援のあり方についての調査研究・福祉・災害

　　　　　支援のネットワークづくり、災害発生時の現地での支援など。

平時の

取り組み

ニーズ班 福祉チーム

各班（マッチング班など）

日本財団
福祉支援チーム

（NPO法人み・らいず）

九州ネットワーク
フォーラム実行委員会

（九州の福祉法人）

御船町災害VC
（御船町社会福祉協議会）

御船町
福祉課社会福祉係

御船町
健康づくり支援推進課

御船町
地域包括支援センター

医師保健師

 各種NPO・
NGO団体

在宅福祉避難所

状況・ニーズ共有

連携・

情報共有職員派遣

連携

全戸訪問（要支援者）

全戸訪問・要支援者把握

ケース共有

専門職派遣

SW・地域担当からの情報共有

民生委員からの情報共有

避難行動要援護者名簿の共有

CSW
地域
担当

・・・・・・・・・・・・・・・・・

・
・
・
・
・
・
・
・ 避難行動要援護者

名簿の提供

区長
民生委員

（日本財団助成事業）



災害時の

福 祉 支 援の課 ൨

　今回多くの福祉支援者が、被災地の方々の力になりたいという思いからさまざまな形で支援に携わ

りました。福祉支援者だからこそ、どのような困難な状況に置かれているかを理解し、できる支援もた

くさんあります。必要な人にその支援が適切に届くために、被災地で活動する福祉支援者の声から見

えてきた課題を考えていきます。

　被災地の福祉支援者は、自ら被災しながらも支援活動に奔走していました。

　しかし、災害によって支援を必要としている人は平時よりも確実に増えています。

　そして、必要な支援は多種多様になっています。支援者の被災により福祉サービスを受

けられなくなった人、避難所で慣れない集団生活をする障害者や高齢者、避難所での生活

に不安を覚え危険な住宅で暮らす障害者や高齢者など、要支援者の生活の場所が多様に

なり、支援ニーズは複雑化してきます。そんな中での支援活動は不安で、十分な支援活動

ができません。

　「なんとか被災地の力になりたい」という想いを持っている全国の福祉支援者がいます。

　しかし、災害により支援ニーズや要支援者の生活場所は多様になっています。そのた

め、どこで支援活動をしたらよいか分からない、何の支援をしたらよいか分からない人

がたくさんいます。さらには、「被災地にいくのは初めてで土地のことがよく分からな

い」「遠いから時間も費用も掛かってしまう」など不安もたくさんあり、「行きたくても行

けない」そんな外部福祉支援者の声をよく聞きます。

1 ྡ災地の福祉支援者の౾ 2 外ငȥらの福祉支援者の౾

どこに困っている人がいるのか
分からない・見えない 行きたいけど

要請がないと行けない

泊まるところや
支援拠点も現地にはない

いつどうやって
地元に活動を
引き継いだらいいか
分からない

どこに行ったらよいか
分からない

行きたいけど
仕事をあけられない

行きたいけど
費用負担が大きい

支援してほしいけど
受け入れるのも大変だし、
誰に手伝ってもらったらよいか
分からない

災害対応に忙しくて
通常業務ができない

専門外のことは
分からないし
支援できない

外部の人がいつまで
応援に来てくれるか
分からない

災害時の制度のことが
分からない

次ʲージでは、この課題を解ड़するための提ڨをします

分からない

外部の人がいつまで
応援に来てくれるか
分からない

災害時の制度のことが



1

　災害時、福祉の支援が必要な人たちの中には避難所に行け

ない人・行かない人、地域でも民生委員などに知られていない

人、普段は通常の支援があるため大丈夫と思われている人な

ど、災害によって支援が必要になったたくさんの人が在宅や

車中泊、自主避難により点在しています。支援しやすい、要支

援者がいることが分かりやすい場所への支援だけでは、その

ような人々が支援から漏れていってしまいます。

　支援が漏れないためには、地域を包括的に捉える視点を

持ったコーディネーター（ジェネラリスト）が必要です。民生

委員や自治会などの地域支援者、ケアマネや相談支援専門員

やCSWといった地域の福祉専門職、社協や包括や保健セン

ターなどの窓口機関、そして外部支援機関との調整役として

地域の要支援者を把握し適切な支援機関とつないでいく福祉

支援コーディネーターを日々の業務の中で育成する必要があ

ります。

　また、コーディネーターは支援に行く側と支援を受ける側

の双方に配置することで、より負担が偏らず、適切で継続的な

支援につながります。

提 ڨ

災害時にڤ心して

活動できる仕組みづくり

要支援者と支援者をつなぎ、

地域を包括的にനえる

コーディネーターの育成と配置

　さまざまな支援者が被災地で活動するには、支援活動の体

制の整備が必要です。

　前述のコーディネーターも含め、被災地での福祉支援活動

に必要な役割を明確にするとともに、誰がどの場所でその機

能を担うのかを地域ごとに平時から定めておくことが不可欠

です。その上で、地域の中で担える役割と外部支援者に依頼す

る役割を明確にしておくことも重要です。

　また、災害に対する備えの程度に関わらず、どの地域で災害

が起こっても適切な支援ができるようにするためには、災害

時の福祉支援をサポートする全国事務局が必要です。地域ご

との災害時の支援体制整備のサポートを行うとともに、人材

育成や災害時の先遣隊機能、バックオフィス関係のサポート

を担う機能があれば、さらに有効に外部支援と被災地をつな

げることができます。

活動の体制

　災害時に支援活動を行うには、平常業務をストップさせな

ければなりません。また外部から被災地に駆けつける場合に

も平常業務を調整したり、一時中断したりしなければ行くこ

とができず、さらには移動や宿泊の費用が掛かります。

　ボランタリーな活動では、息の長い支援をするのは困難です。

　被災地に駆けつけるための移動費用、現地での宿泊・移動

費、支援活動に必要な物品の購入費、そして支援活動を行う福

祉専門職の給料補償など、活動費用の補償があることが、被災

地での支援活動を加速させるとともに、多くの福祉専門職が

長期的に被災地支援に入ることを可能にします。

活動費用のၒ஦

祉専門職の給料補償など、活動費用の補償があることが、被災

地での支援活動を加速させるとともに、多くの福祉専門職が
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2提 ڨ

災害時の福祉支援への

理解を広める啓発活動

　災害時に迅速な対応をまず求められるのは自治体です。

　しかし職員が被災する、建物や設備が被害を受けること

も十分あり得ます。平時から災害時の制度の理解や部局間

の連携、地域内外の福祉関係のネットワークの理解や関係

づくりをしながらBCP作成や「受援」の訓練などを行うこと

が必要です。

　また福祉支援者も同様に、災害時に施設や在宅の要支援者に

何が必要になるか、「受援」を想定した備えが必要となります。

　さらに支援に行く側として考えると、初めて会う方への直

接援助だけではなく、施設での洗濯や食事確保、地域で障害種

別や高齢者・子どもなどを含めた戸別訪問、医療や保健など他

分野との連携、継続支援のためのデータ入力などバックオ

フィス支援も重要な支援であることが分かります。

　災害が起きる前に、平時から地域で暮らす方々を中心に据

えて、制度や分野に縛られない視野とネットワークを持つこ

とが重要です。そしてそのために、多様な福祉支援者が互いに

理解を深めることが、これからの災害時の福祉支援のあり方

を変えていくと考えます。
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本報告書は、日本財団の助成を受け、「災害発生時の福祉的

支援に向けた体制の整備」の一環として熊本地震における

福祉支援の取り組みに関する調査を行い作成しました。
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み・らいずは誰もが地域であたりまえに暮らせる社会をつ

くるため、障害のある方、発達障害の子どもさん、不登校や
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